情報通信技術地域人材育成・活用事業交付金実施計画（概要）
	申請主体

	
	申請主体名
	※交付申請書に記載した団体名を記載
　例：○○県/○○市/ＮＰＯ法人○○　等
※連携の場合は全構成団体と代表団体を記載
　例：連携主体（○○市、・・・及び・・・）　代表　○○市

	
	代表団体の長名
	都道府県知事　○○ ○○／区市町村長 ○○ ○○／ＮＰＯ法人代表 ○○ ○○

	
	申請主体の形態
	□地方公共団体(単独)　□２以上の地方公共団体を含む連携主体　□その他の連携主体
□ＮＰＯ法人　　　□第三セクター　※該当する形態をチェック（■）すること。

	
	担当者連絡先
	※担当部局、担当者氏名、電話番号、メールアドレスを記載

	事業概要

	
	事業名称
	※交付申請書「１　交付金事業の名称」を記載

	
	利活用分野
	□医療   □介護   □福祉   □防犯   □防災   □その他（　　　）
※主な該当分野を１つチェック（■）すること。複数分野にまたがる場合は主な分野以外に２つまでチェック（▲）可。例：■医療   ▲介護   ▲福祉   □防犯   □防災   □その他（　　　）

	
	事業の内容
	※実施計画「(１)事業の内容」を３行程度に要約して記載


	
	交付申請額
	＜①事業費＞※実施計画(別紙2)支出経費の内訳の事業費計を記載（千円未満切捨）
143,960千円※下限は300万円
＜②交付上限額＞※上記２つの交付枠からいずれか１つをチェック（■）すること
□３億円以内　： ２以上の地方公共団体を含む連携主体の場合
□１億円以内　： 上記以外の場合
＜③交付申請額＞　※①と②のいずれか小さい方の額を千円単位で記載すること
100,000千円

	
	地域ＩＣＴ人材の育成・活用方法
	※「(５)地域ＩＣＴ人材の育成。活用方法」を３行程度に要約して記載


	
	地域雇用創出等効果
	※「(６)地域雇用創出等効果」を３行程度に要約して記載


	
	地域の課題及び
ＩＣＴ利活用方法
	※「(７)地域の課題及び課題解決に向けたＩＣＴ利活用方法など」を３行程度に要約して記載


	
	ＩＣＴ利活用により期待される効果
	※「(９)事業目標（期待される効果）」を３行程度に要約して記載


	イメージ図（簡略版）
※本欄に、簡単な事業イメージ図を挿入し、本ページ１枚に収めること（別紙不可）
※ここまででA4版１ページ以内とすること





赤字は記載例等のため提出時には削除すること








